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第128回定時株主総会招集ご通知に関しての 
法令及び定款第17条に基づくインターネット開示事項 

 
 
 
 
 
 

・連結計算書類の連結注記表 
 
・計算書類の個別注記表 

 
（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
東亜建設工業株式会社 

 
  
｢連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」につきましては、法令及び当
社定款第17条の規定に基づき、当社ホームページ（http://www.toa-const.co.jp/）に掲
載することにより株主の皆様へご提供しております。 
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連結注記表 
 
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等 
（1）連結の範囲に関する事項 
  ① 連結子会社の数  11社 
    主要な連結子会社の名称は次のとおりであります。 
     ㈱東亜エージェンシー、信幸建設㈱、東亜機械工業㈱ 
  ② 主要な非連結子会社の名称は次のとおりであります。 
     ㈱ヒューマンアフェア 

非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益 (持分に見合う額)、及び利益剰余金（持分に見合
う額）等は、いずれも企業集団の財産及び損益に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。 

（2）持分法の適用に関する事項 
    持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称 
     ㈱ヒューマンアフェア 

非連結子会社及び関連会社についてはそれぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性が
ないため持分法の適用から除外しております。 

（3）資産の評価基準及び評価方法 
  ① 有価証券の評価方法は次のとおり行っております。 

a） 満期保有目的の債券は償却原価法（定額法）により行っております。 
b） その他有価証券 

     時価のあるものは決算日の市場価格等に基づく時価法により行っております。 
     なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。 
     時価のないものは移動平均法による原価法により行っております。 
  ② デリバティブの評価方法は時価法により行っております。 
  ③ たな卸資産の評価方法は次のとおり行っております。 

a） 未成工事支出金は個別法による原価法により行っております。 
b） 材料貯蔵品は移動平均法による原価法により行っております。 
c） 販売用不動産は個別法による原価法により行っております。 
d） PFI事業等たな卸資産は個別法による原価法により行っております。 
なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。 

（4）固定資産の減価償却の方法 
  ① 有形固定資産（リース資産を除く） 
     定率法により行っております。 

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築
物の減価償却の方法は、定額法により行っております。 

     なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
  ② 無形固定資産（リース資産を除く） 
     定額法により行っております。 
     なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
  ③ リース資産 
     所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
      リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により行っております。 
（5）重要な引当金の計上基準 
  ① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  ② 完成工事補償引当金 
完成工事等に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事高等に対する将来の見積補償額に基づいて計上しており
ます。 

  ③ 工事損失引当金 
受注工事の将来の損失に備えるため、工事損失の発生が見込まれ、かつその金額を合理的に見積ることのできる工事について、損失
見込相当額を個別に見積り、同額を引当計上しております。 

  ④ 施工不良関連損失引当金 
地盤改良工事における施工不良に伴う修補費用等の損失に備えるため、当連結会計年度末において合理的に見積もることが可能な金
額を計上しております。 
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（6）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項 
  ① 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比
例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 

  ② 重要なヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しており
ます。 

  ③ 退職給付に係る会計処理の方法 
a） 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっ
ております。 

b） 数理計算上の差異の費用処理方法 
数理計算上の差異は、当社については各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）による
定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

c） 簡便法の採用 
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする
方法を用いた簡便法を適用しております。 

  ④ 消費税等に相当する額の会計処理 
     税抜き方式によっております。 
２．連結貸借対照表に関する注記 
（1）担保に供している資産及び担保に係る債務 
  ① 担保に供している資産 

流 動 資 産 ｢ そ の 他 ｣ 28百万円
投 資 有 価 証 券 1,900百万円
長 期 貸 付 金 194百万円

計 2,122百万円
  ② 担保に係る債務 

従 業 員 預 り 金 等 1,707百万円
  ③ 上記のほかに連結消去されている資産で担保に供しているもの 

流 動 資 産 「 そ の 他 ｣ 3百万円
投 資 有 価 証 券 253百万円
長 期 貸 付 金 286百万円
投資その他の資産「その他｣ 111百万円

計 654百万円 （2）有形固定資産の減価償却累計額 27,719百万円
（3）保証債務額 

当社従業員（銀行借入保証） 22百万円
全国漁港・漁村振興漁業協同組合連合会（借入保証） 86百万円
その他2件 53百万円
            計 161百万円

（4）当社は、過去に施工した建築工事（平成9年竣工）の瑕疵を理由として、当該工事の発注者より東京地方裁判所において損害賠償請求訴訟 
(請求金額1,206百万円) を提起されております。これに対して、当社は瑕疵の責任は当社にはないものと認識しており反訴を提起し、現
在係争中であります。なお、現時点で裁判の結果を予測することはできません。 

（5）当社は、過去に施工した海外建設工事（平成27年竣工）において、外注先の企業より契約金額増額請求として、円換算額約1,018百万円 
(当連結会計年度末日為替レート) の支払いを求める仲裁の申立てを国際仲裁センターに受けております。これに対し当社は、外注費の取
決めは契約に基づく適正なものであると認識しており立替費用等として、円換算額約443百万円（当連結会計年度末日為替レート）の反
対請求を行っております。なお、現時点で仲裁の結果を予測することはできません。 

（6）消費貸借契約により貸し付けている投資有価証券 174百万円
（7）工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額 
   損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。 
   損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は249百万円であります。 
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（8）土地の再評価 
｢土地の再評価に関する法律｣（平成10年3月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律｣（平成13年
3月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」
として負債の部に計上し、当該再評価差額からこれを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 
なお、土地の再評価に係る税金相当額の内､「再評価に係る繰延税金資産」について回収の可能性を個別に見直した結果、回収の可能性を
見込むことが困難な額を「土地再評価差額金」から減額しております。 
・再評価の方法 
｢土地の再評価に関する法律施行令｣（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第4号に定める「地価税法第16条に規定する地価
税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額」に合理的な調
整を行って算出しております。 

・再評価を行った年月日 平成14年3月31日
・再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 4,066百万円

（9）短期借入金及び長期借入金には、PFI事業を営む連結子会社が、当該PFI事業を担保とするノンリコース債務として、金融機関等より調達
した借入金が含まれております。 

  ① 借入金に含まれるノンリコース債務は次のとおりであります。 
短期借入金のうち、ノンリコース債務 567百万円 
長期借入金のうち、ノンリコース債務 1,746百万円 
        計 2,314百万円 

② ノンリコース債務として金融機関等より調達した借入金の担保に供しているPFI事業を営む連結子会社の事業資産の額は4,570百万円で
あります。 

（10）当連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当連結会計年度末日は金融機関の
休日であったため、次の満期手形が当連結会計年度末残高に含まれております。 
 受取手形 26百万円
 支払手形 103百万円

３．連結損益計算書に関する注記 
（1）工事進行基準による完成工事高 148,177百万円
（2）売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額 438百万円
（3）減損損失 
   当連結会計年度において、当社グループは以下の資産について減損損失を計上しております。 
 

用 途 種 類 場 所 
遊休資産 土地、建物 広島県他4件 

 
当社グループは建設事業資産については支店単位毎に、不動産賃貸事業資産及び遊休資産については個別の物件毎にグルーピングしてお
ります。 
遊休資産については、時価の下落により帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（59百万円）として計上しておりま
す。その内訳は、土地 (58百万円)、建物 (1百万円)、であります。 
なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額としております。 
また、土地の正味売却価額は、帳簿価額に重要性のあるものについては不動産鑑定士による不動産鑑定評価額等を使用しております。 

４．連結株主資本等変動計算書に関する注記 
（1）当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 22,494,629株
（2）配当に関する事項 
  ① 配当金支払額 

該当事項はありません。 
 
  ② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 
 

決 議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
（百万円） 

1株当たり配当額 
（円） 基準日 効力発生日 

平成30年6月28日 
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 425 20 平成30年3月31日 平成30年6月29日 

 （注）平成30年6月28日開催の定時株主総会の議案として上記配当に関する事項を提案しております。 
 
５．金融商品に関する注記 
（1）金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達しております。 
受取手形・完成工事未収入金等に係る顧客の信用リスクは､「金融商品に対するリスク管理方針」に沿ってリスク低減を図っております。
また、有価証券及び投資有価証券は主として株式であり、上場株式については毎月時価の把握を行っております。 
借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引
を実施して支払利息の固定化を実施しております。 
デリバティブ取引は海外工事における外貨建取引に係る為替変動リスクをヘッジするために為替予約取引を、借入金に係る金利変動リス
クをヘッジするために金利スワップ取引を行っております。ヘッジの有効性の評価方法は、為替予約取引については、内部規定に従って、
定期的に有効性を評価しております。また特例処理によっている金利スワップ取引については、有効性の評価を省略しております。 
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（2）金融商品の時価等に関する事項 
   平成30年3月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 
 

 連結貸借対照表 
計上額 時 価 差 額 

（1）現金預金 36,682 36,682 ― 
（2）受取手形・完成工事未収入金等 79,344 79,344 ― 
（3）立替金 7,524 7,524 ― 
（4）有価証券及び投資有価証券    

 満期保有目的の債券 15 15 0 
 その他有価証券 12,724 12,724 ― 

 資産計 136,291 136,291 0 
（1）支払手形・工事未払金等 34,351 34,351 ― 
（2）電子記録債務 13,556 13,556 ― 
（3）短期借入金 8,516 8,516 ― 
（4）預り金 14,019 14,019 ― 
（5）長期借入金（※1） 20,116 20,235 119 
 負債計 90,558 90,677 119 
 デリバティブ取引（※2） 25 25 ― 

 
（※1）1年内長期借入金（流動負債）5,412百万円は長期借入金に含め連結貸借対照表計上額及び時価を記載しております。 
（※2）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で記載しております。 

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 
資 産 
（1）現金預金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
（2）受取手形・完成工事未収入金等 

これらはその大部分が短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
（3）立替金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
（4）有価証券及び投資有価証券 

これらの時価については、取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格によっております。 
負 債 
（1）支払手形・工事未払金等 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
（2）電子記録債務 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
（3）短期借入金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
（4）預り金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
（5）長期借入金 

変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、時価は帳簿価格とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 
固定金利によるものは、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 
また一部の変動金利による長期借入金は、金利スワップの特例処理の対象となっており、当該金利スワップと一体として処理された元
利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 
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デリバティブ取引 
ヘッジ会計が適用されているもの 
 ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額又は契約日において定められた元本相当額等は、次のとおりであります。 

 
ヘッジ会計の方法 デリバティブ 

取引の種類等 主なヘッジ対象 契約額 
(百万円) 

契約額のうち 
1年超(百万円) 時 価(百万円) 

原則的処理方法 
金利スワップ取引 
支払前半固定・ 
後半変動 
受取変動 

長期借入金 1,570 1,570 8（※1） 

原則的処理方法 金利スワップ取引 
支払固定・受取変動 長期借入金 1,342 1,006 17（※1） 

金利スワップの特例処理 金利スワップ取引 支払固定・受取変動 長期借入金 4,162 2,263 （※2） 

 
（※1）時価の算定方法 取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。 
（※2）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含め

て記載しております。 
（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,884百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を

把握することが極めて困難と認められるため、｢(4) 有価証券及び投資有価証券  その他有価証券」には含めておりません。 
６．1株当たり情報に関する注記 
   1株当たり純資産額 3,214円86銭
   1株当たり当期純利益 83円74銭
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個別注記表 
 
１．重要な会計方針 
（1）資産の評価基準及び評価方法 
  ① 有価証券の評価方法は次のとおり行っております。 

a） 満期保有目的債券は償却原価法（定額法）により行っております。 
b） 子会社及び関連会社の株式は移動平均法による原価法により行っております。 
c） その他有価証券 

時価のあるものは決算日の市場価格等に基づく時価法により行っております。 
なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。 
時価のないものは移動平均法による原価法により行っております。 

  ② デリバティブの評価方法は時価法により行っております。 
  ③ たな卸資産の評価方法は次のとおり行っております。 

a） 未成工事支出金及び兼業事業支出金は個別法による原価法により行っております。 
b） 販売用不動産は個別法による原価法により行っております。 
c） 材料貯蔵品は移動平均法による原価法により行っております。 
なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。 

（2）固定資産の減価償却の方法 
  ① 有形固定資産（リース資産を除く） 
     定率法により行っております。 

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構
築物の減価償却の方法は、定額法により行っております。 
なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

  ② 無形固定資産（リース資産を除く） 
     定額法により行っております。 
     なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
  ③ リース資産 
     所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により行っております。 
（3）引当金の計上基準 
  ① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  ② 完成工事補償引当金 
     完成工事に係る瑕疵担保の費用に備えるため、当事業年度の完成工事高に対する将来の見積補償額に基づいて計上しております。 
  ③ 工事損失引当金 

受注工事の将来の損失に備えるため、工事損失の発生が見込まれ、かつその金額を合理的に見積ることのできる工事について、損失
見込相当額を個別に見積り、同額を引当計上しております。 

  ④ 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生し
ていると認められる額を計上しております。 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており
ます。 
また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）による定額法により按分した額をそ
れぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。 
なお、未認識数理計算上の差異の貸借対照表上における取扱いが、連結貸借対照表と異なっております。 

  ⑤ 施工不良関連損失引当金 
地盤改良工事における施工不良に伴う修補費用等の損失に備えるため、当事業年度末において合理的に見積もることが可能な金額を
計上しております。 

（4）収益及び費用の計上基準 
    完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 

（5）ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しておりま
す。 

（6）消費税等に相当する額の会計処理 
    税抜き方式によっております。 
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２．貸借対照表に関する注記 
（1）担保に供している資産及び担保に係る債務 
  ① 担保に供している資産 

流 動 資 産 ｢ そ の 他 ｣ 31百万円
投 資 有 価 証 券 1,736百万円
関 係 会 社 株 式 416百万円
長 期 貸 付 金 481百万円
投資その他の資産「その他｣ 111百万円

計 2,777百万円
  ② 担保に係る債務 

従 業 員 預 り 金 等 1,707百万円 （2）有形固定資産の減価償却累計額 18,912百万円
（3）保証債務 

当社従業員（銀行借入保証） 22百万円
全国漁港・漁村振興漁業協同組合連合会（借入保証） 86百万円
その他2件 53百万円
        計 161百万円

（4）当社は、過去に施工した建築工事（平成9年竣工）の瑕疵を理由として、当該工事の発注者より東京地方裁判所において損害賠償請求訴訟 
(請求金額1,206百万円) を提起されております。これに対して、当社は瑕疵の責任は当社にはないものと認識しており反訴を提起し、現
在係争中であります。なお、現時点で裁判の結果を予測することはできません。 

（5）当社は、過去に施工した海外建設工事（平成27年竣工）において、外注先の企業より契約金額増額請求として、円換算額約1,018百万円 
(当事業年度末日為替レート) の支払いを求める仲裁の申立てを国際仲裁センターに受けております。これに対し当社は、外注費の取決め
は契約に基づく適正なものであると認識しており立替費用等として、円換算額約443百万円（当事業年度末日為替レート）の反対請求を
行っております。なお、現時点で仲裁の結果を予測することはできません。 

（6）消費貸借契約により貸し付けている投資有価証券 174百万円
（7）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 1,666百万円
長期金銭債権 1,425百万円
短期金銭債務 9,308百万円

（8）工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額 
   損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。 
   損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は245百万円であります。 
（9）土地の再評価 

｢土地の再評価に関する法律｣（平成10年3月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律｣（平成13年
3月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」
として負債の部に計上し、当該再評価差額からこれを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 
なお、土地の再評価に係る税金相当額の内､「再評価に係る繰延税金資産」について回収の可能性を個別に見直した結果、回収の可能性を
見込むことが困難な額を「土地再評価差額金」から減額しております。 
・再評価の方法 
｢土地の再評価に関する法律施行令｣（平成10年3月31日公布政令第119号）第2条第4号に定める「地価税法第16条に規定する地価税
の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額」に合理的な調整を
行って算出しております。 

・再評価を行った年月日 平成14年3月31日
・再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 4,066百万円

（10）当事業年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。なお、当事業年度末日は金融機関の休日であ
ったため、次の満期手形が当事業年度末残高に含まれております。 
 受取手形 3百万円

３．損益計算書に関する注記 
（1）工事進行基準による完成工事高 145,466百万円
（2）関係会社との取引高 
    営業取引による取引高 

 売上高 445百万円
 仕入高 19,142百万円
営業取引以外の取引による取引高 260百万円 （3）売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額 435百万円
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（4）当期において、当社は以下の資産について減損損失を計上しております。 
 

用 途 種 類 場 所 
遊休資産 土地、建物 広島県他3件 

 
当社は建設事業資産については支店単位毎に、不動産賃貸事業資産及び遊休資産については個別の物件毎にグルーピングしております。 
遊休資産については、時価の下落により帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（58百万円）として計上しておりま
す。その内訳は、土地 (57百万円)、建物 (1百万円)、であります。 
なお、当該資産の回収可能価額は正味売却価額としております。 
また、土地の正味売却価額は、帳簿価額に重要性のあるものについては不動産鑑定士による不動産鑑定評価額等を使用しております。 

４．株主資本等変動計算書に関する注記 
   当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式 1,242,879株
５．税効果会計に関する注記 
繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別の内訳 

   （繰延税金資産） 
施工不良関連損失引当金 3,299百万円
退職給付引当金 1,356 
繰越欠損金 1,013 
賞与引当金 449 
工事損失引当金 327 
減損損失 314 
貸倒引当金 248 
その他 2,736 
繰延税金資産小計 9,745 
評価性引当額 △1,415 
繰延税金資産合計 8,329 

   （繰延税金負債） 
その他有価証券評価差額金 △1,890 
繰延税金負債合計 △1,890 
繰延税金資産の純額 6,439 

６．リースにより使用する固定資産に関する注記 
   貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務用機器の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。 
７．1株当たり情報に関する注記 
   1株当たり純資産額 2,833円68銭
   1株当たり当期純利益 81円05銭
 


